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令和元年８月９日付け財第1143号で審査依頼がありました平成30年度決

算に基づく健全化判断比率及び資金不足比率並びにその算定の基礎となる

事項を記載した書類を審査した結果について別添のとおり意見を提出しま

す。 
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第１  審 査 の 概 要 

 

１ 審査の対象 

審査は、平成30年度決算に基づき知事から提出された健全化判断比率（実

質赤字比率、連結実質赤字比率、実質公債費比率及び将来負担比率）及び資

金不足比率（以下「健全化判断比率等」という。）並びにその算定の基礎とな

る事項を記載した書類を対象とした。 

 

２ 審査の手続 

審査に当たっては、次の事項を主眼に関係諸帳簿の抽出照査、関係当局か

らの説明の聴取など必要と認める審査手続を実施し慎重に審査した。 

(1)  法令等に照らし算出過程に誤りはないか。 

(2)  法令等に基づき適切な算定要素が計算に用いられているか。 

(3)  算定の基礎となる事項を記載した書類が適正に作成されているか。 

(4)  客観的事実の妥当性を判断した上で算定を行う場合において、公正な判

断が行われているか。 
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第２  審査の結果及び意見 

 

１ 審査の結果 

審査に付された健全化判断比率等は正確で、その算定の基礎となる事項を

記載した書類は、適正に作成されているものと認められた。 

健全化判断比率等は次表のとおりで、実質公債費比率が13.8％、将来負担

比率が339.2％であり、実質赤字比率、連結実質赤字比率及び兵庫県病院事業

会計ほか８会計の資金不足比率は、それぞれ実質赤字額、連結実質赤字額又

は資金の不足額がなく、算定されない。 

 

区     分 
平 成  

30年度 

平 成  

29年度 

比 較  

増 減

( △ ) 

 （ 参 考 ） 

早期健全 

化基準 

財政再生 

基 準 

健全化 

判 断 

比 率 

実 質 赤 字 比 率 － ％ － ％ －    3.75 ％ 5 ％ 

連結実質赤字比率 －    －    －    8.75    15    

実 質 公 債 費 比 率  13.8   15.3  △ 1.5 25    35    

将 来 負 担 比 率 339.2  335.0  4.2 400    ― 

 

区     分 
平 成 

30年度 

 （ 参 考 ）  

経営健全化基準 

資

金

不

足

比

率 

兵 庫 県 病 院 事 業 会 計 ―  ％ ％ 

兵庫県水道用水供給事業会計 ― 

20 

兵 庫 県 工 業 用 水 道 事 業 会 計 ― 

兵 庫 県 水 源 開 発 事 業 会 計 ― 

兵 庫 県 地 域 整 備 事 業 会 計 ― 

兵庫県企業資産運用事業会計 ― 

兵庫県地域創生整備事業会計 ― 

兵 庫 県 流 域 下 水 道 事 業 会 計 ― 

兵庫県港湾整備事業特別会計 ― 

 

２ 審査の意見 

平成30年度は、県政150周年の節目を迎えるため、県政の原点である「参画

と協働」を基本姿勢としつつ、活力を維持発展させる地域創生を軌道に乗せ、

本格化させるため、「新時代の兵庫づくり」、「安心できる社会づくり」、「次代

を担う人づくり」、「元気な地域づくり」、「社会基盤の充実」を県政の重点施

策として取組が推進された。また、豪雨災害からの復旧・復興対策や県民の

安全・安心を支える社会基盤整備を計画的に推進する緊急対策等にも的確な

対応がなされた。 
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こうした中、行財政構造改革の最終年となることから、最終２カ年行財政

構造改革推進方策（以下「最終２カ年行革プラン」という。）に基づいた改革

の取組を着実に実行し、施策の重点化を図る「選択と集中」を進めた。 

これらの取組の結果、健全化判断比率のうち実質公債費比率（前３か年（平

成30年度、29年度及び28年度）の平均）は、最終２カ年行革プラン（平成30

年３月改定）の財政フレームで見込まれた比率（14.1％）を0.3ポイント下回

るとともに、前年度の同比率（15.3％）と比較すると1.5ポイント改善してい

る。 

   一方、将来負担比率については、県債残高の増嵩等により同フレームの比

率（329.4％）を9.8ポイント上回るとともに、前年度の比率（335.0％）と

比較すると4.2ポイント悪化している。 

なお、震災関連県債を除いた同比率は、財政当局の試算によると285.3％

と見込まれている。 

 

最終２カ年行革プランに基づく着実な改革の取組の成果もあり、収支均衡

をはじめとした財政運営の目標は概ね達成し、実質公債費比率も、前年度よ

り低下している。しかしながら、将来負担比率が、前年度より上昇している

こと等を考慮すれば、本県の財政は引き続き厳しい状況にあることに変わり

はない。このため、今後とも、行財政全般にわたる構造改革により確立した

体制のもとに、収支均衡と将来負担の軽減を図る持続可能な行財政構造の保

持に一層の意を用いられたい。 
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第３  健全化判断比率の状況 

 

１  実質赤字比率 

(1)  実質赤字比率 

平成30年度 平成29年度 比較増減（△） 

― ― ― 

実質赤字比率は、実質赤字額がないため、前年度と同様、算定されない。 

(2)  算定式 

実質赤字比率の算定式は、次のとおりである。

＝実質赤字比率
一般会計等の実質赤字額

標準財政規模
 

(3)  実質収支額 

一般会計等に含まれる各会計の実質収支額は次表のとおりで、全ての会

計で赤字になっていない。 

会    計    名 
平成 30年度 

実 質 収 支 

平成29年度 

実 質 収 支 
比較増減（△） 

一 般 会 計 
千円 

670,290 

千円 

890,046 

千円 

△219,756 

県 有 環 境 林 等 特 別 会 計 0 0 0 

公共事業用地先行取得事業特別会計 0 0 0 

県 営 住 宅 事 業 特 別 会 計 115,878 24,852 91,026 

勤労者総合福祉施設整備事業特別会計 0 0 0 

庁 用 自 動 車 管 理 特 別 会 計 0 0 0 

公 債 費 特 別 会 計 0 0 0 

自治振興助成事業特別会計 0 0 0 

母 子 父 子 寡 婦 福 祉 資 金 特 別 会 計 0 0 0 

小規模企業者等振興資金特別会計 0 0 0 

農 林 水 産 資 金 特 別 会 計 0 0 0 

基 金 管 理 特 別 会 計 0 0 0 

地 方 消 費 税 清 算 特 別 会 計 0 0 0 

合     計 786,168 914,898 △128,730 

（注） 健全化判断比率の算定で用いられている実質収支額は、事業繰越額を考慮したものである。 

          

一般会計等に含まれる各会計の実質収支額の合計は786,168千円の黒字

で、前年度と比較すると、県営住宅事業特別会計で91,026千円増加したも

のの、一般会計で219,756千円減少したため、128,730千円減少（減少率

14.1％）している。 
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２  連結実質赤字比率 

(1)  連結実質赤字比率 

平成30年度 平成29年度 比較増減（△） 

― ― ― 

全会計を算定の対象とした連結実質赤字比率は、連結実質赤字額がない

ため、前年度と同様、算定されない。 

(2)  算定式 

連結実質赤字比率の算定式は、次のとおりである。

＝連結実質赤字比率
連結実質赤字額

標準財政規模
 

(3)  実質収支額及び資金不足額・資金剰余額 

一般会計等の実質収支額と公営事業に係る特別会計の実質収支額及び資

金不足額･資金剰余額は次表のとおりで、その合計額は赤字になっていない。 

会    計    名 平成30年度 平成29年度 比較増減(△) 

一 般 会 計 等 の 実 質 収 支 額 
千円 

786,168 

千円 

914,898 

千円 

△128,730 

 

 

 

公

営

事

業 

国 民 健 康 保 険 事 業 特 別 会 計 9,516,570 － 皆増 

公
営
企
業
の
資
金
不
足
額(

△)

・
資
金
剰
余
額 

病 院 事 業 会 計 4,040,446 2,153,412 1,887,034 

水 道 用 水 供 給 事 業 会 計 12,980,949 11,831,701 1,149,248 

工 業 用 水 道 事 業 会 計 12,394,800 11,420,996 973,804 

水 源 開 発 事 業 会 計 170 170 0 

地 域 整 備 事 業 会 計 0 0 0 

企 業 資 産 運 用 事 業 会 計 3,721,222 5,363,309 △1,642,087 

地 域 創 生 整 備 事 業 会 計 0          0            0 

流 域 下 水 道 事 業 会 計 1,557,490 83,988 1,473,502 

港 湾 整 備 事 業 特 別 会 計 478,708 109,520 369,188 

合     計 45,476,523 31,877,994 13,598,529 

（注）公営企業のうち地域整備事業会計及び地域創生整備事業会計で資金剰余額が生じる場合で、地

方債残高及び他会計長期借入金が資金剰余額を上回る場合には、資金剰余額は０となる。 

 

実質収支額及び資金不足額・資金剰余額を合計した額は45,476,523千円

の黒字で、前年度と比較すると、企業資産運用事業会計他１会計で実質収

支額及び資金剰余額が1,770,817千円減少したものの、病院事業会計他４会

計で資金剰余額が5,852,776千円増加したこと及び平成30年度に新設した

国民健康保険事業特別会計の実質収支額が9,516,570千円皆増したため、

13,598,529千円増加（増加率42.7％）している。 
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３  実質公債費比率 

(1)  実質公債費比率 

平成30年度 平成29年度 比較増減（△） 

13.8 ％ 15.3 ％   △1.5 

実質公債費比率は13.8％で、前年度の15.3％と比較して、1.5ポイント改

善している。 

これは、平成27年度の18.5％が平成30年度の14.2％と置き換わったこと

によるものである。 

(2)  算定式等 

実質公債費比率の算定式は次のとおりで、この式に基づき算定した前３

か年の比率を平均したものが当年度の実質公債費比率である。  

 

 

 

 

この算定式に基づき計算された分母及び分子の額、単年度の比率並びに

実質公債費比率は、次のとおりである。 

区   分 平成30年度 平成29年度 平成28年度 平成27年度 

分   子    Ⓐ 
千円 

126,270,803 

千円 

114,539,391 

千円 

135,506,555 

千円 

173,144,575 

分   母    Ⓑ 887,384,217 888,910,919 934,205,515 934,269,011 

単年度の比率 

（Ⓐ／Ⓑ） 
14.2 ％ 12.8 ％ 14.5 ％ 18.5 ％ 

実  質  

公債費

比  率 

平 成 

30年度 
（３か年平均）   13.8 ％ － 

平 成 

29年度 
－ （３か年平均）  15.3 ％ 

   （注） 単年度の比率は小数点第１位において端数調整を行ったものを記載した。 

実質公債費比率

（３か年平均）

（地方債の元利償還金） ＋ （準元利償還金）

＝
（標準財政規模）

－ （元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額）

－（特定財源 ＋ 元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額）
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(3)  前年度との比較 

単年度の実質公債費比率を前年度と比較すると、行革期間中に行ってき

た一般会計から病院事業会計への繰出金減額調整解消に伴う公営企業への

繰出金の増や、繰上償還額の減により公債費の控除額が減少したこと等の

ため、1.4ポイント悪化している。 

 

（分子） 

区  分 平成30年度 平成29年度 比較増減(△) 

地方債の元利

償還金及び準

元 利 償 還 金 

地方債の元利償還金 
千円 

291,194,447 

千円 

285,379,948 

千円 

5,814,499 

 うち県債管理基金の 

積立不足に対する加算 
8,479,371 12,661,436 △4,182,065 

準 元 利 償 還 金 15,853,910 12,142,803 3,711,107 

計 307,048,357 297,522,751 9,525,606 

地方債の元利

償還金及び準

元利償還金か

ら差引くもの 

特 定 財 源 12,374,843 15,880,313 △3,505,470 

元利償還金・準元利   

償 還 金 に 係 る 基 準    

財 政 需 要 額 算 入 額 

168,402,711 167,103,047 1,299,664 

計 180,777,554 182,983,360 △2,205,806 

分 子 の 額 126,270,803 114,539,391 11,731,412 

（注） 地方債の元利償還金は満期一括償還地方債の１年当たりの元金償還金に相当する額を含めて記

載した。 

 

（分母） 

区  分 平成30年度 平成29年度 比較増減(△) 

標準財政規模 
千円 

1,055,786,928 

千円 

1,056,013,966 

千円 

△227,038 

標準 財 政

規模 か ら

差 引 く も の 

元利償還金・準元利

償還金に係る基準 

財政需要額算入額 

168,402,711 167,103,047 1,299,664 

分 母 の 額 887,384,217 888,910,919 △1,526,702 
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４  将来負担比率 

(1)  将来負担比率 

平成30年度 平成29年度 比較増減（△） 

339.2％ 335.0％ 4.2 

         

将来負担比率は339.2％で、前年度の335.0％と比較して、4.2ポイント 

悪化している。 

 (2)  算定式等 

将来負担比率の算定式は、次のとおりである。  

 

 

 

 

この算定式に基づき計算された分母及び分子の額は、次のとおりである。 

区  分 平成30年度 平成29年度 比較増減（△） 

分  子 
千円 

3,010,267,450 

千円 

2,977,867,063 

千円 

32,400,387 

分  母 887,384,217 888,910,919 △1,526,702 

(3)  前年度との比較 

緊急防災・減災事業債、公共施設等適正管理推進事業債の増による県債

実質残高の増及び行革期間中に行ってきた一般会計から病院事業会計への

繰出金減額調整解消に伴う繰出見込額の増等により、将来負担比率は悪化

している。 

 

将来負担比率

（将来負担額）－（充当可能基金額）－（特定財源見込額） 

＝
－ （地方債現在高等に係る基準財政需要額算入見込額） 

（標準財政規模）
－ （元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額）
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（分子） 

区     分 平成30年度 平成29年度 比較増減（△） 

将 
 
 
 
 
 

来 
 
 
 
 
 

負 
 
 
 
 
 

担 
 
 
 
 
 

額 

地 方 債 の 現 在 高 
千円 

5,273,391,514 

千円 

5,201,325,861 

千円 

72,065,653 

債 務 負 担 行 為 に 基 づ く 

支 出 予 定 額 
21,498,238 21,372,866 125,372 

公 営 企 業 の 地 方 債 

償 還 に 係 る 繰 入 見 込 額 
134,660,685 110,756,674 23,904,011 

加入する組合等の地方債        

償 還 に 係 る 負 担 見 込 額 
52,066 58,950 △6,884 

退 職 手 当 負 担 見 込 額 345,339,310 368,737,524 △23,398,214 

設 立 法 人 の 負 債 額 

等 負 担 見 込 額 
38,998,922 37,443,263 1,555,659 

内 
 
 
 

訳 

兵 庫 県 道 路 公 社 3,369,530 1,216,153 2,153,377 

兵庫県土地開発公社 0 0 0 

公立大学法人 兵庫県立大学 0 0 0 

公益社団法人 兵庫みどり公社 29,305,294 29,225,849 79,445 

兵庫県住宅供給公社 1,590,494 2,472,923 △882,429 

公的信用保証、制度融資等に係る損失補償 4,733,604 4,528,338 205,266 

連 結 実 質 赤 字 額 0 0 0 

加 入 す る 組 合 等 連 結 

実 質 赤 字 額 負 担 見 込 額 
0 0 0 

計 5,813,940,735 5,739,695,138 74,245,597 

将

来

負

担

額

か

ら 
 
 
 
 

差

引

く

も

の 

充 当 可 能 基 金 額 425,225,067 372,717,674 52,507,393 

特 定 財 源 見 込 額 201,722,880 208,212,476 △6,489,596 

地方債現在高等に係る基準

財 政 需 要 額 算 入 見 込 額 
2,176,725,338 2,180,897,925 △4,172,587 

計 2,803,673,285 2,761,828,075 41,845,210 

分 子 の 額 3,010,267,450 2,977,867,063 32,400,387 

（分母） 

区  分 平成30年度 平成29年度 比較増減（△） 

標準財政規模 
千円 

1,055,786,928 

千円 

1,056,013,966 

千円 

△227,038 

標 準 財 政 

規 模 か ら 

差引くもの 

元利償還金・準元利

償還金に 係る基 準 

財政需要 額算入 額 

168,402,711 167,103,047 1,299,664 

分 母 の 額 887,384,217 888,910,919 △1,526,702 
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第４  資金不足比率の状況 

 

  １  資金不足比率 

会    計    名 平成30年度 平成29年度 比較増減(△) 

病 院 事 業 会 計 ― ― ― 

水 道 用 水 供 給 事 業 会 計 ― ― ― 

工 業 用 水 道 事 業 会 計 ― ― ― 

水 源 開 発 事 業 会 計 ― ― ― 

地 域 整 備 事 業 会 計 ― ― ― 

企 業 資 産 運 用 事 業 会 計 ― ― ― 

地 域 創 生 整 備 事 業 会 計 ― ― ― 

流 域 下 水 道 事 業 会 計 ― ― ― 

港 湾 整 備 事 業 特 別 会 計 ― ― ― 

資金不足比率は、各会計とも資金の不足額がないため、前年度と同様、算

定されない。 

  ２  算定式 

資金不足比率の算定式は、次のとおりである。 

＝資金不足比率
資金の不足額

事業の規模
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（ 参 考 ） 

１  最終２カ年行革プランの財政フレームで見込まれている実質公債費比率及び

将来負担比率 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30

％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％

－ － － － － － － － － － 14.1

実 績 19.9 20.7 21.0 19.5 17.3 16.2 15.8 16.8 16.1 15.3 13.8

実質公債費比率
( 単 年 度 )

－ － － － － － － － － － 14.5

実 績 21.0 22.2 19.8 16.6 15.5 16.6 15.4 18.5 14.5 12.8 14.2

将 来 負 担
比 率

－ － － － － － － － － － 329.4

実 績 360.1 366.4 350.2 351.7 345.0 341.1 333.0 320.6 324.7 335.0 339.2

区　分

実質公債費比率
(３か年平均)

(注)　平成30年３月に改定された最終２カ年行革プランに基づき記載した。
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２  用語の説明 

(1)  実質赤字比率関係 

○  実質赤字比率 

 

 

 

 

○  一般会計等 

 

 

 

○  標準財政規模 

 

 

 

 

 

 

 

 

○  臨時財政対策債発行可能額 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2)  連結実質赤字比率関係 

○  連結実質赤字比率 

 

 

 

 

 

  地方公共団体の標準的な状態で通常収入されるであろう経常的一般

財源の規模を示すもので、地方税法に定める法定普通税を、標準税率を

もって、地方交付税法で定める方法により算出した収入見込額等に普通

交付税を加算した額。 

  なお、健全化判断比率の算定における標準財政規模は、上記の額に臨

時財政対策債発行可能額を加算する。 

  一般会計及び特別会計（公営事業会計を除く）。 

  地方公共団体の一般会計等の赤字の程度を指標化し、財政運営の悪化

度合いを示すもの。 

  全ての会計の赤字や黒字を合算した地方公共団体全体としての赤字

の程度を指標化し、地方公共団体全体としての財政運営の悪化度合いを

示すもの。 

臨時財政対策債とは、地方一般財源の不足に対処するために、地方財

政法第５条の特例として、投資的経費以外の経費にも充てることができ

る特別の地方債であり、その発行可能額は、普通交付税の基準財政需要

額の算定の際に算出されるものである。 

 なお、その元利償還金相当額については、全額が後年度に地方交付税

の基準財政需要額に算入される。 
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(3)  実質公債費比率関係 

○  実質公債費比率 

 

 

 

 

○  県債管理基金の積立不足に対する加算 

 

 

 

 

 

 

○  準元利償還金 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○  基準財政需要額算入額 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  地方債の元利償還金に準ずるものとして地方財政法施行令に定められた

次のもの。 

    ア  一般会計等から公営企業会計への繰入金のうち、公営企業債の償

還に充てたと認められるもの 

イ  組合等への負担金・補助金のうち、組合等が起こした地方債の償

還の財源に充てたと認められるもの 

ウ  債務負担行為に基づく支出のうち公債費に準ずるもの  等 

  基準財政需要額は普通交付税の算定基礎となるもので、地方公共団体

が合理的かつ妥当な水準における行政を行うための財政需要のうち、一

般財源で賄うべき額として算定された額。 

  借入金（地方債）の返済額及びこれに準じる額の大きさを指標化し、

実質的な公債費等がどの程度の財政負担となっているかを示すもの。 

  前年度末において県債管理基金の残高があるべき残高に満たない場

合、その不足率を実質年間償還額に乗じた額が、実質公債費比率の算定

上、地方債の元利償還金に加算されるもの。その分同比率が上昇するこ

とになる。 
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(4)  将来負担比率関係 

○  将来負担比率 

 

 

 

 

 

○  将来負担額 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○  充当可能基金額 

 

 

 

 

○  特定財源見込額 

 

 

 

 

 

  地方公共団体の一般会計等が将来負担すべき実質的な負債として地

方公共団体の財政の健全化に関する法律に定められた次のもの。 

  ア  地方債の現在高 

  イ  債務負担行為に基づく支出予定額（地方財政法第 5 条各号の経費

に係るもの）のうち、一般会計等の負担見込額 

  ウ  公営企業会計の地方債の元金償還に充てる一般会計等からの繰入

見込額 

  エ  加入する組合等の地方債の元金償還に充てる地方公共団体から

の負担見込額 

  オ  退職手当支給予定額（全職員に対する期末要支給額）のうち、一

般会計等の負担見込額 
  カ  地方道路公社、土地開発公社及び地方独立行政法人の負債額並び

にその他の法人等のために債務を負担している場合の債務額のう

ち、法人等の財務・経営状況を勘案した一般会計等の負担見込額 

  キ  連結実質赤字額 
ク  加入する組合等の連結実質赤字額相当額のうち一般会計等の負担

見込額 

  地方自治法第 241 条に基づき設けられた基金のうち、前記将来負担額

のアからカまでの償還額等に充てることができるもの。 

  地方債を財源とした貸付金に対する償還金や公営住宅賃貸料など前

記将来負担額のアからエまでの償還額等に充てることができる特定の

歳入の見込額。 

  地方公共団体の一般会計等の地方債やその他将来支払っていく可能

性のある負債等の現時点での残高を指標化し、将来財政を圧迫する可能

性の度合いを示すもの。 
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(5)  資金不足比率関係 

○  資金不足比率 

 

 

 

 

○  資金の不足額 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  公営企業の資金不足を、料金収入など公営企業の事業規模と比較して

指標化し、経営状態の悪化度合いを示すもの。 

  公営企業ごとに資金収支の累積不足額を表すもので、地方公営企業法

適用企業については流動負債の額から流動資産の額を控除した額を基

本として、同法非適用企業については一般会計等の実質赤字額と同様に

算定した額を基本として算定された額。 
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３  比率算定の対象となる範囲 

 

公 共 事 業 用 地 先 行
取 得 事 業 特 別 会 計

県営 住宅 事業特 別会計

兵 庫 県 競 馬 組 合

基 金 管 理 特 別 会 計

地方消費税清算特別会計

水 源 開 発 事 業 会 計

地 域 整 備 事 業 会 計

企業 資産 運用事 業会計

庁 用 自 動 車
管 理 特 別 会 計

流 域 下 水 道 事 業 会 計

病 院 事 業 会 計

水道 用水 供給事 業会計

工 業 用 水 道 事 業 会 計

地域 創生 整備事 業会計

国民 健康 保険事 業会計

農林 水産 資金特 別会計

地
方
公
社
・

第
３
セ
ク
タ
ー
等

公 的 信 用 保 証 、 制 度
融 資 等 に 係 る 損 失 補 償

港湾 整備 事業特 別会計

関 西 広 域 連 合

公
 
営
 
企
 
業
 
会
 
計

兵
 
 
 
 
庫
 
 
 
 
県

公 債 費 特 別 会 計

自 治 振 興 助 成
事 業 特 別 会 計

母 子 父 子 寡 婦 福 祉
資 金 特 別 会 計

小 規 模 企 業 者 等 振 興
資 金 特 別 会 計

一
 
般
 
会
 
計
 
等

兵 庫 県 道 路 公 社

兵 庫 県 土 地 開 発 公 社

公 立 大 学 法 人 兵 庫 県 立 大 学

公 益 社 団 法 人 兵 庫 み ど り 公 社

兵 庫 県 住 宅 供 給 公 社

公
 
営
 
事
　
業
 
会
 
計

一 般 会 計

県有 環境 林等特 別会計

勤 労 者 総 合 福 祉 施 設
整 備 事 業 特 別 会 計

実

質

赤

字

比

率

連

結

実

質

赤

字

比

率

実

質

公

債

費

比

率

将

来

負

担

比

率

資

金

不

足

比

率

健全化判断比率及び資金不足比率の対象



 

 

 

 

 

 

  


